
 
 

 

 

FP2級 
生保顧客資産相談業務 

 

2025 年 1 月 

過去問解説 
  



解答にあたっての注意 

１． 試験問題については、特に指示のない限り、2024 年 10 月１日現在 

施行の法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被 

災者等に対する各種特例等については考慮しないものとします。 

 

２． 問題は、 【第１問】から【第５問】まであります。 

 

３． 各問の問題番号は、通し番号になっており、 《問１》から《問 15》ま 

でとなっています。 

 

４． 解答にあたっては、各設例および各問に記載された条件・指示に従 

うものとし、それ以外については考慮しないものとします。 

 

５． 解答は、解答用紙に記入してください。その際、漢字は楷書で、 

数字は算用数字で明瞭に記入してください。また、記号は判別できる 

よう明瞭に記入してください。 

 

  



【第１問】 次の設例に基づいて、下記の各問に答えなさい。 

 
  



《問１》 Ａさんが、原則として 65 歳から受給することができる老齢基礎年

金および老齢厚生年金の年金額（2024 年度価額）を計算した次の〈計算

の手順〉の空欄①～④に入る最も適切な数値を解答用紙に記入しなさ

い。なお、計算にあたっては、 《設例》の〈Ａさんとその家族に関する資

料〉および下記の〈資料〉に基づくこと。また、問題の性質上、明らかにで

きない部分は「□□□」で示してある。 

 

〈計算の手順〉 

１．老齢基礎年金の年金額（円未満四捨五入）（ ① ）円 

２．老齢厚生年金の年金額 

（１）報酬比例部分の額（円未満四捨五入）（ ② ）円 

（２）経過的加算額（円未満四捨五入）（ ③ ）円 

（３）基本年金額（上記「（１）＋（２）」の額）□□□ 円 

（４）加給年金額（要件を満たしている場合のみ加算すること） 

（５）老齢厚生年金の年金額（ ④ ）円 

 

 
  



【答え】 

①老齢基礎年金の年金額 

 

●老齢基礎年金の受給要件 

老齢基礎年金は、保険料納付済期間と保険料免除期間などを合算した、

受給資格期間が 10 年以上ある場合に、65 歳から受け取ることができま

す。 

 

●老齢基礎年金の計算方法 

20 歳から 60 歳になるまでの 40 年間(480 月)の国民年金の納付月数や

厚生年金の加入期間等に応じて年金額が計算されます。 

 

[計算式] 

816,000 円×(保険料納付済期間＋免除期間)÷480 月 

 

[本問の場合] 

 
 

[本問の場合] 

・Aさんは20〜60歳になるまでの40年間(480月)が保険料納付済月数とな

りますが、未納期間が29月ありますので、480月-29月=451月となります。 

 

816,000 円×451 月/480 月=766,700 円 

 

⚠A さんの公的年金の加入歴を見て 65 歳まで書いてあったら注意 

 「老齢基礎年金額」「経過的加算額」「特別支給の老齢厚生年金」など

は、20～60 歳までの 40 年間(480 月)で計算する場面があるので注意!! 

  



② 老齢厚生年金の年金額 

 

●報酬比例部分の額 

 
 

 
 

[a] 2003年3月以前の期間分 

280,000 円×7.125/1000×72 月=143,640 円 

 

[b] 2003年4月以後の期間分 

450,000 円×5.481/1000×439月=1,226,411.55 円 

 

[a+b] 

143,640円+1,226,411.55円=1,226,412円 

  



③ ●経過的加算の計算方法 

1,701 円×被保険者期間の月数-816,000 円×(1961 年以後で 20 歳以

上 60 歳未満の厚生年金保険の被保険者期間の月数/480 月) 

 

[本問の場合] 

・被保険者期間の月数は、72月+439月=511月となり、上限の480月となり

ます。 

 

・1961年以後で20歳以上60歳未満の厚生年金保険の被保険者期間の月

数は、60歳から65歳までの5年分(60月)を差し引き、511月-60月=451月と

なります。 

 

1,701円×480月-816,000円×451月/480月=49,780円 

 

 

 

④ ●加給年金の支給要件 

厚生年金保険の被保険者期間が 20 年以上ある方が、65 歳到達時点

で、その方に生計を維持されている配偶者または子(18 歳になって最初

の 3月 31 日まで)がいるときに加算されます。 

 

[本問の場合] 

A さんの厚生年金被保険者期間は 511 月(42 年)ですので、20 年以上で

す。また妻 B さんは A さんより年上ですので、 

加給年金の対象外です。 

 

『老齢厚生年金の年金額』 
老齢厚生年金の年金額=報酬比例部分+経過的加算+加給年金 

1,226,412円+49,780円=1,276,192円 

 

したがって正解は、 

①766,700 (円) ②1,226,412 (円) ③49,780 (円) ④1,276,192 (円) 

  



《問２》 Ｍさんは、Ａさんに対して、老後の年金収入を増やす方法として

確定拠出年金の個人型年金（以下、 「個人型年金」という）について説明

した。Ｍさんが説明した以下の文章の空欄①～③に入る最も適切な語句

または数値を、下記の〈語句群〉のなかから選び、その記号を解答用紙に

記入しなさい。 

 

Ⅰ 「Ａさんおよび妻Ｂさんは、引き続き厚生年金保険の被保険者であれ

ば、最長で（ ① ）歳まで個人型年金に加入し、掛金を拠出することがで

きます。拠出することができる掛金の限度額は、Ａさんと妻Ｂさんのいずれ

も年額（ ② ）円です。なお、拠出した掛金は、小規模企業共済等掛金控

除として所得控除の対象となります」 

 

Ⅱ 「個人型年金の老齢給付金を年金で受け取った場合、当該給付金は

雑所得として総合課税の対象となり、老齢基礎年金や老齢厚生年金と同

様に公的年金等控除の対象となります。なお、個人型年金からＡさんが

将来受け取る年金額は、 （ ③ ） 」 

 

〈語句群〉 

イ．60  

ロ．65  

ハ．70  

ニ．240,000  

ホ．276,000  

ヘ．816,000 

ト．Ａさんの指図に基づく運用実績により増減します 

チ．拠出した掛金総額が最低保証されています 

 

 

  



【答え】 

① ロ．65  

[個人型確定拠出年金の最長加入者年齢] 

・国民年金 第1号被保険者 ： 60歳未満 

 

・国民年金 第2号被保険者 ： 65歳未満 

 

・国民年金 第3号被保険者 ： 60歳未満 

 

・任意加入被保険者・保険料納付済期間等が480月未満の者は、任意加

入が加納：65歳未満 

 

 

📕法改正 

2027年 1 月 1 日からは、一律 70 歳未満に引き上げられる予定です。 

  



② ホ．276,000  

 
[本問の場合] 

A さん・B さんは、国民年金第 2 号被保険者(会社員)で、企業年金等の

実施はありませんので、年額 27.6万円(月額 23,000 円)までとなります。 

 

📕法改正：2027年 1 月施行 

 
  



③ ト．Ａさんの指図に基づく運用実績により増減します 

確定拠出年金の個人型年金(iDeCo)は、自分で掛金を積み立て、その資

金をどの商品で運用するかを自分で指示し、運用成績によって将来受け

取れる年金額が増えたり減ったりする仕組みの私的年金制度です。 

 

[流れ] 

①自分で毎月の掛金を拠出する 

②投資信託・定期預金・保険商品などの中から投資対象を選ぶ 

③運用結果によって資産が増えたり減ったりする 

④60 歳以降に「年金」「一時金」または両方の形で受け取る 

 

  



《問３》 Ｍさんは、Ａさんに対して、雇用保険の介護休業給付金について

説明した。Ｍさんが説明した次の記述①～③について、適切なものには

○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「Ａさんが母Ｃさんのために介護休業を分割して取得する場合、介護

休業給付金は、介護休業を開始した日から通算して 180 日を限度に３回

までに限り支給されます」 

 

② 「介護休業給付金の額は、介護休業期間中に勤務先から賃金が支払

われなかった場合、１支給単位期間について、休業開始時賃金日額に支

給日数を乗じて得た額の 80％相当額です」 

 

③ 「Ａさんと妻Ｂさんが、母Ｃさんのために介護休業を同時に取得した場

合、所定の要件を満たせば、Ａさんと妻Ｂさんのどちらにも介護休業給付

金が支給されます」 

  



【答え】 

 
 

① ❌ 

180 日ではありません。 

休業開始から通算して 93日を限度に 3 回まで支給されます。 

 

② ❌ 

80%ではありません。支給率は、67%相当額が正しい説明です。 

介護休業給付金は、原則として 

「休業開始時賃金日額 × 支給日数 × 67％」 

が支給額の基本です。 

勤務先から賃金が全く支払われない場合でも、67％相当額が支給されま

す。 

 

③ ⭕ 

介護休業給付金は「家族につき 1人」ではなく 

「休業を取得した労働者ごと」に支給される制度のため、 

同じ家族の介護を目的に複数の人が休業した場合でも、 

所定の要件を満たせばそれぞれに給付されます。 

  



【第２問】 次の設例に基づいて、下記の各問に答えなさい。 

 
  



《問４》 Ｍさんは、Ａさんに対して、公的医療保険制度および公的年金制

度について説明した。Ｍさんが説明した以下の文章の空欄①～④に入る

最も適切な語句または数値を、下記の〈語句群〉のなかから選び、その記

号を解答用紙に記入しなさい。 

 

Ⅰ 「Ａさんのような国民健康保険の被保険者が、病気やケガで医師の診

察を受け、（ ① ） に医療機関等に支払った医療費の一部負担金等の

合計が自己負担限度額を超えた場合、所定の手続により、自己負担限度

額を超えた額が高額療養費として支給されます。この一部負担金等の合

計には、差額ベッド代、食事代、保険適用となっていない医療行為等に

係る費用は含まれず、70 歳未満の者の場合、原則として、医療機関ごと

に、入院・外来、医科・歯科別に一部負担金等が（ ② ）円以上のものが 

計算対象となります」 

 

Ⅱ 「仮に、Ａさんが国民年金の被保険者期間中に初診日のある傷病によ

って重度の障害状態となり、障害認定日において、国民年金の障害等級

１級、 （ ③ ）のいずれかに該当し、保険料納付要件を満たしている場

合、障害基礎年金を請求することができます。障害認定日とは、その障害

の原因となった傷病についての初診日から（ ④ ）を経過した日、または

（ ④ ）以内にその傷病が治った（症状が固定した）日を指します」 

 

〈語句群〉 

イ．9,000  

ロ．12,000  

ハ．21,000  

ニ．同一月内  

ホ．同一年内 

ヘ．過去２年以内  

ト．２級  

チ．２級または３級  

リ．６カ月 

ヌ．10カ月  

ル．１年６カ月 

  



【答え】 

① ニ．同一月内  

高額療養費は、その人が 同じ月の中で 医療機関等に支払った自己負

担分の合計が、自己負担限度額を超えた場合に支給されます。 

月をまたいで支払った分は合算できず、「1 か月単位」で判定されるため

「同一月内」が正しい説明です。 

 

 

② ハ．21,000 

70 歳未満の場合、高額療養費の計算対象となるのは 

医療機関ごと・入院外来別・医科歯科別 にみて 

自己負担額が 21,000 円以上のもの です。 

21,000 円未満のものは、高額療養費の計算対象の合算に含まれませ

ん。 

 

※備考 

自己負担限度額は、月に支払う医療費の上限のことで、収入によって人

それぞれ違いますが、 

合算対象の基準額は、合算できる医療費の判断ラインが、一律 21,000

円以上となります。 

 

合算対象は、 

・医療機関ごと 

・入院と外来 

・医科と歯科 

と分けて判定し、21,000 円以上の区分だけ合算対象となります。 

 

簡単にいうと、 

自己負担限度額は、収入により人それぞれ違いますが、 

合算に含められるかの判定は、一律 21,000 円以上が対象となります。 

  



③ ト．２級 

障害基礎年金は、国民年金加入中の初診により障害状態となった場合に

支給されますが、 

認定基準は 

障害等級 1 級または 2 級 です。 

 

3級は厚生年金（障害厚生年金）の等級であり、障害基礎年金の等級で

はありません。 

 

 

④ ル．１年６カ月 

障害認定日は、 

初診日から 1 年 6 か月を経過した日 

または 

その 1 年 6 か月以内に治った（症状固定）日です。 

この時点の障害状態により等級の判定が行われる。 

 

※症状固定とは、治療してもそれ以上の症状の改善が見込めなくなった

状態のこと。 

  



《問５》 Ｍさんは、Ａさんに対して、Ａさんが提案を受けている生命保険の

保障内容等について説明した。Ｍさんが説明した次の記述①～③につい

て、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入し

なさい。 

 

① 「がんや脳梗塞等の重度疾病については、再発のリスクも高く、治療

期間も長期にわたるケースがあります。そのため、重度疾病の保障を準備

する際には、再発時の保障の有無や保険金等が支払われる疾病の種類

を確認する必要があります」 

 

② 「先進医療特約では、医療機関で受けた治療や手術が当該特約の契

約日時点で定められた先進医療に該当すれば、先進医療給付金が支払

われます。一部の先進医療については費用が高額となるケースもあります

ので、先進医療特約の付加をお勧めします」 

 

③ 「Ａさんのような個人事業主が死亡した場合の必要保障額は、遺族の

生活費や教育費等だけでなく、事業に係る借入金等の個人事業主名義

の債務も含めて計算します」 

 

  



【答え】 

① ⭕ 

重度疾病とは、ガン(悪性新生物)・急性心筋梗塞・脳卒中・重度の糖尿病

等です。 

ガンは、再発や転移の可能性があるため、重度疾病の保険金等が支払

われる種類や状態などを確認する必要があります。 

 

 

② ❌ 

契約時点ではありません。療養を受けた時点が正しいです。 

 

先進医療特約は、厚生労働大臣が定める高度で最先端の医療技術を用

いた療養に対して給付金が支払われる特約で、加入後に新しく認められ

た(療養を受けた時点の)先進医療も支払い対象です。 

※外来・入院問わず対象となります。 

 
③ ⭕ 

個人事業主が亡くなった場合、家族の生活費や子どもの教育費が必要に

なるだけでなく、事業のために行っていた借入やリース契約、取引先への

未払金なども名義上すべて本人の債務であるため、死亡後に家族へ引き

継がれる可能性があります。遺族が事業を継続する場合は返済が家計の

負担となり、継続しない場合でも契約の清算などに費用がかかるため、い

ずれにしても資金需要は避けられません。そのため、個人事業主が必要

保障額を考える際には、家族の生活費や教育費だけでなく、事業に関連

する債務の残高も含めて計算することが重要です。事業用の借金であっ

ても個人の負債として扱われるため、保障額を過小に見積もらないように

する必要があります。よって、事業の借入金等の個人事業主名義の債務

も含めて計算することは大事です。 

 

簡単にいうと、個人事業主が亡くなった場合の必要保障額は、家族だけ

ではなく、事業の負債などを含めて計算するということ。 

 

※必要保障額とは、遺された家族が、現時点で不足する金額のことで、こ

の金額を死亡保険で補う。 

  



《問６》 Ｍさんは、Ａさんに対して、就業不能保険について説明した。Ｍさ

んが説明した次の記述①～③について、適切なものには○印を、不適切

なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「就業不能保険は、入院や在宅療養が一定日数以上継続して所定の

就業不能状態に該当した場合に保険金・給付金が支払われる保険で、う

つ病などの精神疾患による就業不能を保障の対象とする保険商品も販売

されています」 

 

② 「Ａさんが就業不能保険に加入後、就業不能給付金を受け取ることに

なった場合、当該給付金は非課税となります」 

 

③ 「就業不能保険に係る保険料は、介護医療保険料として生命保険料

控除の対象となり、その控除額は、所得税で最大 50,000 円、住民税で最

大 25,000 円となります」 

 

  



【答え】 

① ⭕ 

就業不能保険は、入院や在宅療養が一定期間続き、保険会社の基準に

よる「就業不能状態」に該当した場合に給付金を支払う保険です。 

また、商品によってはうつ病などの精神疾患による就業不能も保障の対

象となるものがあります。 

 

② ⭕ 

就業不能給付金は、就労不能状態に備えるための保険金であり、所得税

法上「心身に加えられた損害に基因して支払われる給付金」に該当する

ため非課税となります。 

 

③ ❌ 

 
 

就業不能保険の適用区分は「介護医療保険料控除」として扱われます。 

控除限度額は、所得税 40,000 円、住民税 28,000 円です。 

  



【第３問】 次の設例に基づいて、下記の各問に答えなさい。 

 
  



《問７》 仮に、Ｘ社がＡさんに役員退職金 4,000万円を支給した場合、Ａ

さんが受け取る役員退職金について、次の①、②を求め、解答用紙に記

入しなさい（計算過程の記載は不要） 。 〈答〉は万円単位とすること。な

お、Ａさんの役員在任期間（勤続年数）を 35 年 10カ月とし、これ以外に

退職手当等の収入はなく、障害者になったことが退職の直接の原因では

ないものとする。 

 

① 退職所得控除額 

② 退職所得の金額 

 

  



【答え】 

① 1,920(万円) 

[退職所得控除額の計算式] 

勤続年数 退職所得控除額 

20年以下 40万×勤続年数（最低80万円） 

20年超 70万円×（勤続年数‐20年）＋800万円 

 

＊勤続年数1年未満の端数は1年として切り上げます。 

 

[本問の場合] 

Aさんの勤続年数35年1ヶ月なので、勤続年数36年で計算します。 

 

70万円×（36年‐20年）＋800万円=1,920万円 

 

 

 

② 1,040(万円) 

[退職所得の計算式] 

退職所得＝（収入金額‐退職所得控除額）×1/2 

 

(4,000万円-1,920万円)×1/2=1,040万円 

 

 

したがって正解は、 

①1,920 (万円) 

②1,040 (万円) 

  



《問８》 Ｍさんは、Ａさんに対して、 〈資料１〉の逓増定期保険について説

明した。Ｍさんが説明した次の記述①～③について、適切なものには○

印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「Ｘ社が現在加入している生命保険の単純返戻率（解約返戻金額÷

払込保険料累計額）は、保険期間の途中でピークを迎え、その後は低下

し、保険期間満了時には０（ゼロ）になります。当該生命保険の解約返戻

金は、役員退職金の原資や設備投資等の事業資金として活用することが

できます」 

 

② 「Ｘ社が現在加入している生命保険を解約せず、払済終身保険に変

更する方法もあります。ただし、変更する際に、Ａさんは改めて健康状態

等についての告知または医師の診査を受ける必要があるため、Ａさんの

健康状態によっては、払済終身保険に変更できない場合があります」 

 

③ 「Ｘ社が現在加入している生命保険を解約した場合、解約返戻金額で

ある 2,400万円と解約時の資産計上額である 2,800万円との差額である

400万円を雑損失として経理処理します」 

  



【答え】 

① ⭕ 

逓増定期保険は、解約返戻金の返戻率（解約返戻金÷払込保険料累計

額）は、保険期間の途中でピークを迎え、その後は低下し、満期時には解

約返戻金がなくなるためゼロになるタイプの法人保険です。 

 

また、解約返戻金を役員退職金の原資や設備投資などの事業資金に活

用することも可能です。 

 

 

② ❌ 

払済終身保険へ変更する場合、元の契約の貯蓄部分をそのまま保険料

として活かすため、新たな加入ではなく、継続扱いで「契約変更」と扱われ

ます。保険契約の継続扱いとなるため、あらためて健康状態の告知や医

師の診査は不要です。 

 

(保険会社にとっては、新たなリスク査定を行う必要がない) 

 

よって「健康状態によっては変更できない」という記述が誤りです。 

 

  



③ ❌ 

 
 

契約は 2019年 7月 7日以前に契約した逓増定期保険であり、 

被保険者の加入時年齢・満了時年齢に応じて「保険料の経理処理（損金

／資産計上）」が決まっています。 

 

[2008 年〜2019年の経理処理] 

年齢・期間の基準 保険期間の 60%まで 残りの保険期間 40%まで 

① 保険期間満了時

の年齢が 45 歳超 

1/2(50%)を損金算入 

1/2(50%)を資産計上 

保険料は全額損金算入、それ

までの資産計上分を残りの期間

で均等に取り崩して損金算入 

② 保険期間満了時

の年齢が 70 歳超か

つ加入年齢+（保険

期間×2）が 95 歳超 

1/3(66.6%)を損金算入

2/3(33.3%)を資産計上 

保険料は全額損金算入、それ

までの資産計上分を残りの期間

で均等に取り崩して損金算入 

③ 保険期間満了時

の年齢が 80 歳超か

つ加入年齢+（保険

期間×2）が 120 歳超 

1/4(25%)を損金算入 

3/4(75%)を資産計上 

保険料は全額損金算入、それ

までの資産計上分を残りの期間

で均等に取り崩して損金算入 

上記の 3区分に該当

しない場合 
支払い保険料の全額を損金算 

  



[本問の場合] 

加入時年齢 62 歳 

満了時年齢 62 歳＋保険期間 16 年(78-62)×2＝94 歳（95 歳以下） 

 

上記表の① [保険期間満了時年齢が 45 歳超]に該当します。 

前半 6割期間：保険料を 1/2損金、1/2 資産計上 

後半 4割期間：全額を損金 

 

この契約はまだ 前半 6割期間 なので、 

支払った保険料の 2 分の 1 を資産計上します。 

累計額 2,800万円 × 1/2 ＝ 1,400万円 

これが解約時点の 資産計上額 になります。 

 

●解約時の処理 

解約返戻金：2,400万円 

資産計上額：1,400万円 

 

→ 資産計上額を取り崩す（資産減少） 

 

→ 解約返戻金との差額：2,400万円-1,400万円= 1,000万円が利益 

  つまり、雑収入になります。 

 

●まとめ 

誤った記述 ❌ 正しい処理 ⭕ 

差額 400万円を雑損失 差額 1,000万円を雑収入 

資産計上額 2,800万円 資産計上額 1,400万円 

 

[問題文の正しい説明文] 

Ｘ社が現在加入している生命保険を解約した場合、解約返戻金である

2,400万円から解約時の資産計上額 1,400万円を差し引いた差額 1,000

万円が雑収入となり、損金算入せずに経理処理します。 

   



《問９》 Ｍさんは、Ａさんと長男Ｂさんに対して、 〈資料２〉の定期保険の

支払保険料の経理処理について説明した。Ｍさんが説明した以下の文

章の空欄①～④に入る最も適切な数値を、下記の〈数値群〉のなかから選

び、その記号を解答用紙に記入しなさい。 

 

「法人を契約者（＝保険料負担者）および死亡保険金受取人とし、役員ま

たは従業員を被保険者とする保険期間が３年以上の定期保険で、最高

解約返戻率が（ ① ）％を超えるものの支払保険料の経理処理について

は、最高解約返戻率が『 （ ① ）％超 70％以下』 『70％超（ ② ）％以

下』 『 （ ② ）％超』である場合の３つの区分に応じて取り扱います。 

 

 〈資料２〉の定期保険の最高解約返戻率は『70％超（ ② ）％以下』であ

るため、保険期間開始日から保険期間の（ ③ ）割に相当する期間を経

過する日までは、当期分支払保険料の（ ④ ）％相当額を前払保険料と

して資産に計上し、残額は損金の額に算入します。 （ ③ ）割に相当す

る期間経過後は、当期分支払保険料の全額を損金の額に算入するととも

に、資産に計上していた金額については、保険期間の 7.5割に相当する

期間経過後から保険期間終了日までにおいて均等に取り崩し、損金の額

に算入します」 

 

〈数値群〉 

イ．４  

ロ．５  

ハ．６  

ニ．30  

ホ．40  

ヘ．50  

ト．60 

チ．80  

リ．85  

ヌ．90  

ル．105 

  



【答え】 

 
 

 
  



① ヘ．50 

法人契約の定期保険で、保険料の損金算入方法が区分されるのは「最

高解約返戻率が 50％を超えるもの」です。 

 

 

 

② リ．85  

最高解約返戻率が 

・50％超 〜 70％以下 

・70％超 〜 85％以下 

・85％超 

の 3区分で経理処理方法が異なります。 

 

 

 

③ イ．４ 

最高解約返戻率が 70％超 85％以下の定期保険の場合、 

保険期間の「4割」に相当する期間を経過する日までは、一定割合を資産

計上し、残りを損金算入します。 

 

 

 

④ ト．60 

最高解約返戻率が 70％超 85％以下の区分では、当期支払保険料の

60％を前払保険料として資産計上し、残りの 40％を損金算入します。 

  



【第４問】 次の設例に基づいて、下記の各問に答えなさい。 

 
  



《問 10》 Ａさんの 2024 年分の所得税の課税等に関する次の記述①～③

について、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に

記入しなさい。 

 

① 「遺族基礎年金は雑所得として総合課税の対象となりますが、公的年

金等控除額が控除されるため、雑所得の金額は算出されません」 

 

② 「Ａさんが受け取った終身保険の死亡保険金は、一時所得として総合

課税の対象となります」 

 

③ 「Ａさんが受け取った一時払変額個人年金保険の解約返戻金は、契

約から 10 年以内の解約のため、金融類似商品に該当し、源泉分離課税

の対象となります」 

  



【答え】 

① ❌ 

公的年金のうち、老齢年金は雑所得として課税対象になりますが、 

遺族年金や障害年金は、生活保障の性質が強く、困窮を防ぐ目的で支

給される給付ですので、非課税として扱われます。 

 

※備考 

医療保険、労災保険、雇用保険についても社会保険から受ける給付につ

いても、治療や生活補填を目的として支給される性質から、非課税となり

ます。生活上の不測事態への救済的な給付は、非課税です。 

 

② ❌

 
 

 
 

本問では契約者・被保険者は妻 B さんで、被保険者妻 B さんが死亡した

場合、死亡保険金を A さんが受け取るため、相続税として課税されます。 

  



③ ❌ 

10 年以内ではありません。5 年以内が正しい説明です。 

 

一時払変額個人年金保険を解約した場合でも、すべてが源泉分離課税

になるわけではありません。 

金融類似商品として源泉分離課税の対象となるのは「契約から 5 年以内

に解約した場合」です。 

 

契約から 5 年を超えて解約した場合は、金融類似商品とは扱われず、一

時所得として総合課税の対象になります。 

  



《問 11》 Ａさんの 2024 年分の所得税における所得控除に関する以下の

文章の空欄①～④に入る最も適切な数値を、下記の〈数値群〉のなかから

選び、その記号を解答用紙に記入しなさい。 

 

Ⅰ 「Ａさんが適用を受けることができる扶養控除の額は、 （ ① ）万円で

す」 

 

Ⅱ 「現に婚姻していない納税者が、総所得金額等が（ ② ）万円以下の

生計を一にする子を有すること、納税者本人の合計所得金額が（ ③ ）万

円以下であること、納税者本人と事実上婚姻関係と同様の事情にあると

認められる一定の人がいないことの３つの要件を満たす場合、ひとり親控

除の適用を受けることができます。ひとり親控除の額は、 （ ④ ）万円で

す。なお、ひとり親控除の所得要件と控除額について 2026 年分以降の

見直しが検討されています」 

 

〈数値群〉 

イ．27  

ロ．35  

ハ．48  

ニ．86  

ホ．96  

へ．106  

ト．400 

チ．500  

リ．650  

ヌ．1,000 

  



【答え】 

 

 
① ホ．96  

・長男 C さん(18 歳) ： 38万円 

・母 D さん(72 歳) 同居 ： 58万円 

 老齢給付 80万円-公的年金等控除 110万円=雑所得 0 円 

 

扶養控除の額：38万円+58万円=96万円 

  



② ハ．48 

 
 

総所得金額等が 48万円以下(2024 年度)の場合に適用されます。 

 

※2025 年度は 58万円以下となります。 

 

 

 

③ チ．500 

本人の合計所得金額が 500万円以下であること。 

 

 

 

④ ロ．35  

控除額は、一律 35万円です。 

  



《問 12》 Ａさんの 2024 年分の所得税の算出税額を計算した下記の表の

空欄①～③に入る最も適切な数値を求めなさい。なお、問題の性質上、

明らかにできない部分は「□□□」で示してある。 

 

 
 

 
  



【答え】 

① 4,800,000(円) 

 
総所得金額とは、総合課税の所得を合計し、損益通算した後の金額のこ

とを言います。 損益通算とは、所得税額を計算する際に、不動産所得・

事業所得・山林所得・譲渡所得の金額に損失が生じた場合、その損失額

をほかの所得の金額から控除することを言います。 

 

●事業所得：450万円 

 

●一時所得 

一時所得=収入金額-支出金額-特別控除(50万円) 

※総所得金額に算入する場合はさらに 1/2 をします。 

 

・一時払い変額個人年金保険 

610万円-500万円-50万円=60万円 

60万円×1/2=30万円 

 

・終身保険の死亡保険金は、所得税ではなく相続税の対象なので、総所

得金額の計算には、含まない。 

 

●総所得金額 

総所得金額=事業所得 450万円円+一時所得 30万円=480万円 

  



② 480,000(円) 

 
 

A さんの合計所得金額は 480万円ですので、 

2024 年度は 48万円です。(2025 年 1 月試験では 48万円が正解) 

 
[2025 年度の場合] 

A さんの合計所得金額は 480万円ですので、 

所得税の基礎控除 58万円+上乗せ 10万円=68万円 

  



 
 

③ 45,000(円) 

(a)総所得金額 480万円 - (b)所得控除の額の合計額 390万円 

 

課税総所得金額=90万円 

 

 
 

90万円×5%=45,000 円 

  



【第５問】 次の設例に基づいて、下記の各問に答えなさい。 

 
  



《問 13》 生前贈与に関する以下の文章の空欄①～④に入る最も適切な

語句または数値を、下記の〈語句群〉のなかから選び、その記号を解答用

紙に記入しなさい。 

 

「Ａさんが生前贈与を実行するにあたっては、暦年課税による贈与や相続

時精算課税による贈与があります。 

仮に、長男ＣさんがＡさんから暦年課税による贈与を受けた場合、贈与税

の課税価格から基礎控除額として最高（ ① ）万円を控除することができ

ます。また、Ａさんからの贈与について、長男Ｃさんが相続時精算課税を

選択した場合、贈与税の課税価格から基礎控除額と最高（ ② ）万円の

特別控除額を控除することができます。なお、基礎控除額と特別控除額

を控除後の残額については、一律（ ③ ）％の税率により贈与税が課され

ます。また、長男Ｃさんが、同一年中に妻Ｂさんからも贈与を受け、同様に

相続時精算課税を選択した場合、それぞれの贈与税額の計算上、贈与

税の課税価格から、 （ ④ ）で（ ① ）万円の基礎控除額を控除すること

ができます」 

 

〈語句群〉 

イ．10  

ロ．15  

ハ．20  

ニ．100  

ホ．110  

ヘ．120  

ト．2,000 

チ．2,500  

リ．3,000  

ヌ．3,500  

ル．合計  

ヲ．それぞれ 

  



【答え】 

① ホ．110  

 
 

  



② チ．2,500  

 
 

 
 

特定受贈者ごとに、基礎控除 110万円した後の残額を合計 2,500万円ま

で贈与税が非課税となります。 

  



③ ハ．20  

2,500万円の非課税枠を超える部分は、贈与税率一律 20%となります。 

 

 

 

④ ル．合計 

 
 

父母ともに相続時精算課税制度を利用した場合は、合計 110万円となり

ます。 

 

  



《問 14》 「直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の

非課税」 （以下、 「本制度」という）に関する次の記述①～③について、

適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさ

い。 

 

① 「Ａさんから教育資金の贈与を受けた孫Ｅさんが本制度の適用を受け

た場合、1,500万円までの金額に相当する部分の価額については贈与税

が非課税となります。ただし、学習塾などの学校等以外の者に対して直接

支払われる金銭については 500万円が限度となります」 

 

② 「本制度の適用を受けた孫Ｅさんが 23歳に達する前に贈与者である

Ａさんが死亡した場合、非課税拠出額から教育資金支出額を控除した残

額を孫Ｅさんが遺贈により取得したものとみなして、当該残額は相続税の

課税価格に算入されます」 

 

③ 「本制度の適用を受けた孫Ｅさんが 25 歳に達すると、教育資金管理

契約は終了します。その場合、非課税拠出額から教育資金支出額を控除

した残額は孫Ｅさんのその年分の贈与税の課税価格に算入されます」 

  



【答え】 

① ⭕ 

教育資金の一括贈与の非課税制度では、祖父母などから孫に贈られた

資金のうち、 

 

学校等に支払う費用 → 1,5 00万円まで非課税 

 

学習塾など学校以外に支払う費用 →500万円まで非課税 

 

 

 

② ❌ 

教育資金の一括贈与は、贈与者が死亡したときに 

「残額を相続税の課税価格に加算する」ルールがありますが、 

例外があります。 

 

孫が２３歳未満のうちに贈与者が死亡した場合は、 

残額は相続税の課税対象になりません。 

 

つまり本問のケース 

「孫Ｅさんが２３歳に達する前にＡさんが死亡」 

では、本来は残額を相続税に加算しない扱いになります。 

 

 

 

③ ❌ 

25 歳ではありません。30 歳が正しい説明です。 

 

教育資金の一括贈与制度では、 

受贈者（孫）が 30 歳に達したとき に契約が終了し、その時点で残額があ

る場合に贈与税の課税対象になります。 

  



《問 15》 現時点（2025 年１月 26 日）において、Ａさんの相続が開始した

場合における相続税の総額を試算した下記の表の空欄①～③に入る最

も適切な数値を解答用紙に記入しなさい。なお、相続税の課税価格の合

計額は１億 6,000万円とし、問題の性質上、明らかにできない部分は

「□□□」で示してある。 

 

 
 

 
  



【答え】 

<法定相続人> 

 
 

<法定相続分> 

 
  



① 4,800(万円) 

遺産に係る基礎控除額=3000万円+600万円×法定相続人の数 

 

[本問の場合] 

・妻Bさん  

・長男Cさん  

・長女Dさん 

法定相続人3人です。 

 

遺産に係る基礎控除額=3000万円+600万円×3人=4,800万円 

 

 

② 370万円 

・課税遺産総額=1億 6,000万円-4,800万円=1億 1,200万円 

 

 [本問の場合] 

法定相続人：妻 B さん・長男 C さん・長女 D さん 

法定相続分：妻 B さん 1/2・長男 C さん 1/4・長女 D さん 1/4 

 

 

・課税遺産総額 1億 1,200万円を法定相続分で各人に分配 

妻 B さん  : 1億 1,200万円×1/2=5,600万円 

長男 C さん: 1億 1,200万円×1/4=2,800万円 

長女 D さん: 1億 1,200万円×1/4=2,800万円 

  



・速算表より各人ごとの相続税額を算出 

 
 

妻 B さん: 5,600万円×30%-700万円=980万円 

長男 C さん: 2,800万円×15%-50万円=370万円 

長女 D さん: 2,800万円×15%-50万円=370万円 

 

 

④ 

相続税の総額：980万円+370万円+370万円=1,720万円 

 

 

したがって正解は、 

① 4,800(万円)  

② 370(万円) 

③ 1,720(万円) 

 

 

-終- 

 


